
【別冊】

記者会見資料 　令和８年３月３日

【補正予算の特徴】

　

　 【予算規模】

【一般会計補正予算額の款別分類】

(歳入) (歳出)

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

合計 千円 合計 千円

【一般会計補正後の款別分類】

(歳入) （単位：千円） (歳出) （単位：千円）

【主な事業等】
　Ⅰ 震災対策事業
　   指定避難所機能強化事業費、中学校空調設備整備事業費、増補改良費（老朽管更新
     事業） 等

　Ⅱ 物価高対策事業
　   指定管理者への支援（７課８事業）、政策医療補助金交付金

　Ⅲ その他の事業
　　 地籍調査事業費　等

衛生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その他

30,987

206,763

寄附金

地方交付税

諸収入

市債

その他

217,070

66,284

25,204

16,200

△ 117,995

44,298

△ 56,515

206,763

一般会計 206,763

45,639

142,354教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

補正前の額 補正予算額 補正後の額

8,414,029349,627

38,546,040 38,752,803

57,999,152

氷 見 市

577,968 58,577,120

21,578

　３月補正予算（案）は、指定避難所の生活環境を改善するための資機材の整備や北部中
学校体育館の空調設備の整備、水道管路の耐震化に係る経費などの震災関連のほか、指定
管理者への物価高に対する支援、金沢医科大学氷見市民病院が取り組む医療従事者の処遇
改善や物価高対策に対する支援に加え、地籍調査事業費に要する経費等、一般会計及び７
つの事業・特別会計で５７７，９６８千円を補正します。

11,410,288特別会計

計

11,388,710

事業会計

（単位：千円）

8,064,402

令和８年３月氷見市議会定例会　補正予算（案）の概要について

区分

国庫支出金

9,971,267

地方交付税
7,440,234市債

5,497,900

市税

5,325,407

県支出金

3,721,768

繰入金

1,541,617
その他

5,254,610
衛生費

7,895,855

民生費

6,709,532

土木費
5,695,742

総務費
4,108,339

教育費
2,918,710

災害復旧費
2,858,906

その他
8,565,719

- 1 -



Ⅰ 震災対策事業 
 １ 防災・減災対策の充実 
（１）指定避難所機能強化事業費        48,272 千円 

 

 

 

                  

お問い合せ先：地域防災課 0766-74-8021 

  

財源内訳 

国庫支出金 23,936 千円 

その他 2,270 千円 

一般財源 22,066 千円 

令和８年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

            

スケジュール 

  
 市地域防災計画を基に避難所生活の良好な生活環境を確保するため、資

機材等の整備を進め、要配慮者等に配慮した避難所の環境改善を図り、災

害に強い安全・安心なまちづくりを推進します。 
 

 

【概  要】 
（１）要配慮者に配慮したトイレ整備     ２２，６４２千円 

 （２）生活空間確保のためのベビーベッド整備    ９２４千円 
 （３）指定避難所の冷暖房機器整備      ２４，７０６千円 
 

対策項目 購入品目 数量 金額（千円） 

トイレの整備 
ラップ式トイレ一式 ６０セット １９,０１２ 

ファミリールーム ６０張 ３,６３０ 

生活空間の整備 ベビーベッド ６０台 ９２４ 

冷暖房機器の整備 

スポットクーラー ６０台 ６,４６８ 

ジェットヒーター ４０セット １２,４０８ 

ブルーヒーター ５０台 ５,８３０ 

合     計 ４８,２７２ 

 
【財  源】 

国庫支出金：地域未来交付金（地域防災緊急整備型）（補助率１／２） 

寄 附 金：防災費寄附金 

目  的 

事業概要 

冷房機器の整備 暖房機器の整備

トイレの整備・生活空間の整備 
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（２）中学校空調設備整備事業費        116,659 千円 

 

 

 

                  

お問い合せ先：学校教育課 0766-74-8211 

  

財源内訳 

国庫支出金 57,529 千円 

地方債 59,100 千円 

一般財源 30 千円 

令和８年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

            

スケジュール 

  
 子供たちの学習・生活の場であり、災害時の避難所となる学校の体育館

に空調設備を整備し、避難所機能の強化を図ることで、住民の安全・安心

や子供たちの学習・生活環境の充実につなげます。 
 

 

【概  要】 
空調設備設置・断熱化改修工事  
対象施設：北部中学校体育館 
構  造：鉄筋コンクリート２階建て 
床 面 積：１，２９６㎡ 
建 築 年：昭和４９年          

 
【事 業 費】 

委託料     ７，１５９千円 
工事請負費 １０９，５００千円       設置イメージ 
 

【財  源】 
国庫支出金：学校施設環境改善交付金（補助率１／２） 
市   債：補正予算債（充当率１００％ 交付税算入率８０％） 

目  的 

事業概要 

設計 工事 
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（３）増補改良費（老朽管更新事業）      61,761 千円 

 

 

 

 

                  

お問い合せ先：上下水道課 0766-74-8209 

  

財源内訳 

国庫支出金 29,190 千円 

企業債 16,200 千円 

その他 88,600 千円 

一般財源 △72,229 千円 

令和８年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

            

スケジュール 

  
 能登半島地震による管路の被災を踏まえ、水道管路の耐震化をより加速

化させ、配水本管及び重要給水施設に接続する配水支管を整備し、安全で

安心な水道水の供給につなげます。 
 

 

【概  要】 
（１）施設費（老朽管更新事業）          単位：千円 

工事名 補正前 補正後 補正額 

大野地内配水本管布設替工事 - 174,972 174,972 

十二町地内配水管布設工事 189,925 114,177 △75,748 

その他（配水管布設工事など） 164,400 127,589 △36,811 

合計 354,325 416,738 62,413 

（２）委託料                   単位：千円 
委託名 補正前 補正後 補正額 

配水管布設替設計業務 39,075 38,423 △652 

 
【財  源】 

国庫支出金：防災・安全交付金（補助率１／３） 
企 業 債：水道事業債 
そ の 他：一般会計出資金 

目  的 

事業概要 

設計・工事
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Ⅱ 物価高対策事業 

１ 指定管理者への支援            10,244 千円 

 

 

         

 

 
 
 
 

【財 源】  
国庫支出金：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（１０/１０）  

財源内訳 国庫支出金 10,244 千円 

事業名 補正額 補正内容 主管課 

病院事業会計繰出金 
（物価高騰支援分） 

4,761

千円 

市民病院の管理運営に影響の生じている金

沢医科大学氷見市民病院に対して支援金を

交付します。 

財務課 

℡74-8015 

屋内健康広場運営事業費 
28 

千円 

屋内健康広場の管理運営に影響の生じてい

る氷見市社会福祉協議会に対して支援金を

交付します。 

福祉介護課 

℡74-8111 

斎場管理運営事業費 
1,339 

千円 

氷見市斎場の管理運営に影響の生じている

㈲サイエンに対して支援金を交付します。 

環境保全課 

℡74-8082 

漁業文化交流センター 
管理運営事業費 

487 

千円 

氷見市漁業文化交流センターの管理運営

に影響の生じている(一社)氷見市観光協会

に対して支援金を交付します。 

商工観光課 

℡74-8106 

公園管理事業費 
30 

千円 

氷見運動公園パークゴルフ場の管理運営

に影響の生じている(公財)氷見市スポーツ

協会に対して支援金を交付します。 

都市計画課 

℡74-8076 

芸術文化館 
管理運営事業費 

372 

千円 

芸術文化館の管理運営に影響の生じている

(一財)氷見市文化振興財団に対して支援金

を交付します。 

文化振興課 

℡74-8240 

B＆G 海洋センター 
管理運営事業費 

24 

千円 

B＆G 海洋センターの管理運営に影響の生

じている(公財)氷見市スポーツ協会に対し

て支援金を交付します。 

スポーツ推進課  

℡74-8446 

市民プール・トレーニング

センター管理運営事業費 
3,203 

千円 

氷見市民プール・トレーニングセンターの

管理運営に影響の生じている(公財)氷見市

スポーツ協会に対して支援金を交付しま

す。 

スポーツ推進課  

℡74-8446 

  
 光熱費の高騰に伴い、管理運営業務に影響が生じている指定管理施設の

管理者を支援します。 
 

事業概要 

目  的 
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２ 政策医療補助金交付金            73,750 千円 

 

 

 

                お問い合せ先：病院事業管理室 0766-74-8126 

  

財源内訳 
国庫支出金 63,750 千円 

県支出金 10,000 千円 

令和７年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

            

スケジュール 

  
 金沢医科大学氷見市民病院が取り組む医療従事者の処遇改善を支援す
るとともに、診療等に必要な経費に係る物価上昇への対応を行い、地域に
必要な医療体制を確保します。 
 

 

【概  要】 
 金沢医科大学氷見市民病院との協定に基づき、国及び富山県からの補助

金を政策医療補助金交付金として交付します。 
（１）病院賃上げ支援（国補助）２１，０００千円 

支援額：許可病床数〈２５０床〉×８４千円 
（２）病院物価支援（国補助） ４２，７５０千円 

支援額：基本額 ２７，７５０千円 
（許可病床数〈２５０床〉×１１１千円） 

加算額 １５，０００千円 
（救急対応加算 救急車の受入件数 1,000 件以上） 

（３）生産性向上・職場環境整備等支援（県補助）１０，０００千円 
支援額：許可病床数〈２５０床〉×４０千円 

 
【財  源】 

国庫支出金 ：医療機関等における賃上げ・物価上昇に対する支援事業費補助金 
（補助率１０/１０） 

 県 支 出 金：富山県医療施設等経営強化緊急支援事業費補助金（補助率１０／１０）

目  的 

事業概要 

申請・

支払 
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Ⅲ その他の事業 
１ 地籍調査事業費                       77,194 千円 

 

 

 

                  お問い合せ先：農林畜産課 0766-74-8094 

  

財源内訳 
県支出金 55,014 千円 

一般財源 22,180 千円 

令和８年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

            

スケジュール 

  
  

不正確な地籍（土地の地番、地目、境界等）を明らかにし、土地にかか

わる行政活動や経済活動を円滑にするとともに、能登半島地震被害の大き

かった姿地区を調査地区に含め、災害復旧の迅速化につなげます。 
 

 

【概  要】 
事業調査区 事業工程 事業費（千円） 

薮田 Ａ＝０．２６㎢ 

(継続Ｒ６～８ ３年目) 
H 工程（成果閲覧） ５,０５６ 

小杉・泊 Ａ＝０．２８㎢ 

(継続Ｒ７～９ ２年目） 
F・G 工程（測量） ２６,２０４ 

宇波Ⅰ Ａ＝０．４８㎢ 

(新規Ｒ８～10 １年目） 
C・E 工程（現地調査） ３０,５５１ 

姿 Ａ＝０．１３㎢ 

(新規Ｒ８～10 １年目） 
C・E 工程（現地調査） １１,５４１ 

事務費  ３,８４２ 

合計 ７７,１９４ 

 
【財  源】 

県支出金：地籍調査事業費補助金（補助率３／４）  

目  的 

事業概要 

成果閲覧・測量・現地調査 
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○その他の事業

Ⅰ　その他の事業

・ 千円

・ 千円

・ 千円

・ 千円

○各基金の積み立て（うち、ふるさと応援寄附金分200,000千円）

・ ふるさとづくり基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

・ ぶり奨学基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

・ 社会福祉事業振興基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

・ 教育文化振興基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円

・ スポーツ振興基金積立金 千円

・ その他の基金積立金 千円

Ⅰ 震災対策事業

当初予算 9,933,036 ※

６月補正 120,228

９月補正 1,512,611

１２月補正 2,887,574

３月補正 141,772

累　　計 14,595,221

Ⅱ 物価高対策事業

当初予算 137,224

６月補正 289,223

９月補正 21,677

１２月補正 160,944

３月補正 3,615

累　　計 612,683

お問合せ先

　財務課財政担当　担当者名：菊地　　（電話）0766-74-8015

　中央町地区排水路（中央町地内）及び松田江排水路（窪・柳田地内）の工事請負費に増額が必要なことから工事
請負費を補正します。

道路維持補修事業費 6,469

　泊地内で発生した法面崩壊に係る工事請負費の増額及び事業費の精算を行います。

117,000

現年公共土木施設災害復旧事業費（補助・能登半島地震災害関連） 188,406

　地域外からの労働者確保に伴う労働単価の増に伴い増額補正します。

生活保護費基準改定差額給付事業費 9,390

　生活保護基準引き下げ処分取消等請求訴訟の最高裁判決を踏まえた対応として、厚労省より保護費の差額の支給
が決定されたことに伴い追加給付を行います。

現年公共土木施設災害復旧事業費（単独・能登半島地震災害関連） 8,110

5,300

(参考）主要事業の事業費累計について

千円Ｒ５年度予算 2,514,458

Ｒ７年度予算 14,595,221

Ｒ５～８累計 31,384,087

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

Ｒ８年度予算 3,391,036 千円

千円

千円

千円

20,100

56,000

7,200

千円千円 Ｒ６年度予算 10,883,372

千円

75,393
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（１）　一般会計

☆新規事業 (単位：千円)

補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課

△ 134 211,935

職員給与費 △ 134 46,136 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

45,639 4,108,339

デジタル化推進事業費 △ 146,471 55,315
標準準拠システム移行業務の精算に伴い減額補正
するもの。

秘書広報課

ふるさとづくり基金積立金 117,000 582,819
ふるさと応援寄附金の受入額の増額に伴い増額補
正するもの。

未来戦略課

縁結び推進事業費 △ 3,257 4,966
マッチングアプリクーポン使用委託等の精算に伴い
減額補正するもの。

未来戦略課

まち・ひと・しごと創生総合戦
略策定事業費

638 3,557

企業版ふるさと納税の取組みを紹介して寄附を促
すサービス(企業版ふるさと納税寄附企業開拓支援
サービス)の利用に必要な経費について増額補正
するもの。

未来戦略課

ぶり奨学プログラム事業費 △ 4,558 10,897 ぶり奨学助成等の確定に伴い減額補正するもの。 未来戦略課

ぶり奨学基金積立金 5,300 28,716
ふるさと応援寄附金の受入額の増額及び氷見伏木
信用金庫からの寄附金の積立のため増額補正する
もの。

未来戦略課

大学連携推進事業費 △ 2,204 3,145
氷見市・名城大学連携協議会負担金等の精算に
伴い減額補正するもの。

未来戦略課

ふるさと定住促進事業費 △ 3,677 58,577
若者移住者奨学金返還補助金等の精算に伴い減
額補正するもの。

未来戦略課

空き家活用まちづくり事業費 △ 15,884 15,457
空き家優良物件化支援補助金等の精算に伴い減
額補正するもの。

未来戦略課

被災者定住支援事業費（能
登半島地震災害関連）

3,700 33,700
被災者定住マイホーム取得支援補助金の申請件
数の増加が見込まれることから増額補正するもの。

未来戦略課

おらっちゃ創生支援事業費 △ 2,937 10,225
おらっちゃ創生支援事業費補助金の精算に伴い減
額補正するもの。

地域振興課

協働のまちづくり推進事業費 △ 296 224 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 地域振興課

地域おこし協力隊事業費 △ 5,598 33,500
地域おこし協力隊起業支援事業補助金等の精算
に伴い減額補正するもの。

地域振興課

地域生活基盤整備支援事業
費

△ 1,246 11,794
地域生活基盤整備支援事業費補助金の精算に伴
い減額補正するもの。

地域振興課

持続可能な地域づくり支援事
業費

△ 6,374 13,867
持続可能な地域づくり支援事業交付金の精算に伴
い減額補正するもの。

地域振興課

地域コミュニティ維持支援事
業費（能登半島地震災害関
連）

21,739 82,739
獅子舞等の伝承に必要な実施する施設等の再建・
復旧支援分の補助金に不足が見込まれることから
増額補正するもの。

地域振興課

☆ 指定避難所機能強化事業費 48,272 48,272
国の補正予算を活用し、指定避難所の避難所とし
ての生活環境の改善を図るために必要な経費を増
額補正するもの。

地域防災課

☆ 県負担金等返還金 10,099 10,099
令和６年能登半島地震に伴い設置した災害ボラン
ティアセンター設置運営委託料の確定に伴い返還
金を増額補正するもの。

地域防災課

令和７年度３月補正予算（案）の事業概要

事業名

１　議会費

２　総務費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

人材育成事業費 △ 1,048 1,762 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

中長期派遣職員受入費（能
登半島地震災害関連）

8,063 93,202
事業費の精算に伴い各自治体への負担金（人件費
相当）に不足が生じることから増額補正するもの。

総務課

減債基金積立金 37,950 53,590
令和７年度の普通交付税の追加交付額のうち、臨
時財政対策債償還基金費分を減債基金に積み立
てるもの。

財務課

公共施設等再編整備基金積
立金

6,000 7,050
年度内に売却した土地・建物（旧栄町市民病院医
師住宅）の売却収入を公共施設等再編整備基金に
積み立てるもの。

財務課

住民基本台帳ネットワ－クシ
ステム管理費

6,925 11,363
住民基本台帳法等の一部改正による附票システム
改修、コンビニ交付証明発行システム改修等に伴
い増額補正するもの。

市民課

関係人口構築推進事業費 節区分補正 2,305
氷見きときとファンクラブ会員特典負担金（海浜植
物園分）に不足が見込まれることから節区分補正す
るもの。

商工観光課

参議院議員選挙人件費 △ 4,255 12,109 事業費の精算に伴い減額補正するもの。
選挙管理委員
会事務局

参議院議員選挙費 △ 2,894 10,575 事業費の精算に伴い減額補正するもの。
選挙管理委員
会事務局

南中財産区議会議員選挙費 △ 2,884 103 事業費の精算に伴い減額補正するもの。
選挙管理委員
会事務局

職員給与費 △ 9,253 746,964 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 18,988 134,122 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

市町村職員退職手当事務負
担金

11,777 330,123 事業費の精算に伴い増額補正するもの。 総務課

20,172 6,709,532

介護保険特別会計繰出金 △ 12,378 968,636 職員給与費等の精算に伴い減額補正するもの。 財務課

社会福祉事業振興基金積立
金

20,100 68,465
ふるさと応援寄附金の受入額の増額、株式会社小
松製作所及び氷見市農業協同組合からの寄附金
の積立のため増額補正するもの。

福祉介護課

生活困窮者自立支援事業費 4,779 46,415

生活困窮者自立支援法及び住宅セーフティネット
法の改正により、生活困窮者就労準備支援事業補
助金が拡充されたことに伴い、ひきこもり推進事業
を地域セーフティネット活性化事業から移行し、増
額補正及び財源補正するもの。

福祉介護課

地域セーフティネット活性化
事業費

△ 10,486 20,821

生活困窮者自立支援法及び住宅セーフティネット
法の改正により、生活困窮者就労準備支援事業補
助金が拡充されたことに伴い、ひきこもり推進事業
を生活困窮者自立支援事業費へ移行するため減
額補正するもの。

福祉介護課

補装具費支給事業費 1,902 12,387
高額な補装具費の交付（電動車椅子）等により、予
算に不足が見込まれることから増額補正するもの。

福祉介護課

屋内健康広場運営事業費 28 1,182
光熱費の高騰に伴い、屋内健康広場の管理運営
に影響の生じている氷見市社会福祉協議会に対し
て支援金を交付するもの。

福祉介護課

地域づくり支援事業費 △ 4,172 15,203
会計年度任用職員の欠員等により人件費を減額補
正するもの。

福祉介護課

包括的相談支援事業費 △ 441 78,074
育児休業者等の人件費の精算等により減額補正す
るもの。

福祉介護課

生活保護システム管理事業
費

財源補正 8,070
生活保護業務関係システムの特定個人情報データ
標準レイアウト改版に係る国庫補助金の内示があっ
たことから財源補正するもの。

福祉介護課

３　民生費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

☆
生活保護費基準改定差額給
付事業費

9,390 9,390

生活保護基準引き下げ処分取消等請求訴訟の最
高裁判決を踏まえた対応として、厚労省より保護費
の差額の支給が決定されたことに伴い追加給付を
行うもの。

福祉介護課

子ども家庭センター運営事業
費

節区分補正 6,595
会計年度任用職員人件費の節区分補正をするも
の。

子育て支援課

児童手当支給事業費 △ 56,000 640,373
令和６年度の制度改正などに伴い減額補正するも
の。

子育て支援課

保育所運営事業費 △ 2,306 42,012 事業費の精算に伴い人件費を減額補正するもの。 子育て支援課

延長保育促進事業費 △ 11,806 8,654
補助基準額改正に伴う減及び事業費の精算に伴
い減額補正するもの。

子育て支援課

特別保育事業費 △ 13,704 33,060
一時預かり事業費補助金等の精算に伴い減額補
正するもの。

子育て支援課

病児・病後児保育事業費
節区分補正
財源補正

31,052
県内広域受入負担金に不足が見込まれることから
節区分補正及び財源補正を行うもの。

子育て支援課

地域子育てセンター推進事
業費

△ 4,970 80,745
地域子育てセンター委託の精算に伴う減額補正及
び会計年度任用職員人件費の節区分補正を行うも
の。

子育て支援課

保育所・幼稚園あったかご飯
給食実施事業費

582 5,982
精米の購入単価の上昇に伴い、給食材料費（公立
園分）及び補助金（私立園分）に不足が見込まれる
ことから増額補正するもの。

子育て支援課

子育て支援総合コーディ
ネート事業費

114 10,356
会計年度任用職員の報酬に不足が見込まれること
から増額補正するもの。

子育て支援課

民間保育所等施設給付事業
費

115,933 1,316,347
令和７年人事院勧告等に伴い公定価格が改定され
たことに伴い増額補正するもの。

子育て支援課

国庫補助金等返還金 592 5,912
令和６年度の施設型給付費等事業費の補助金及
び負担金の精算に伴い返還金を増額補正するも
の。

子育て支援課

子ども・妊産婦医療費助成事
業費

節区分補正 137,767
会計年度任用職員人件費の節区分補正を行うも
の。

子育て支援課

☆ 県補助金等返還金 375 375

令和６年５月に半壊補修世帯として被災者生活再
建支援金を受給した世帯が、令和７年９月に建物を
解体したことにより国支援金制度対象の半壊解体
世帯となったことから、県への返還金を増額補正す
るもの。

市民課

児童遊園管理事業費 682 1,551
柳田児童遊園内に設置されている公衆便所の排水
管が破損したことから修繕を行うため増額補正する
もの。

都市計画課

職員給与費 △ 12,540 334,105 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 5,502 118,342 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

30,987 7,895,855

水道事業会計繰出金 88,600 96,576
水道事業会計において国の補正予算を活用し、水
道管路耐震化事業を実施するため増額補正するも
の。

財務課

病院事業会計繰出金 △ 8,619 883,711
光熱費の高騰に伴う金沢医科大学氷見市民病院
への支援金の交付及び交付事業費の精算等に伴
い減額補正するもの。

財務課

国民健康保険特別会計繰出
金

△ 15,967 274,363 保険基盤繰出金等の減に伴い減額補正するもの。 財務課

後期高齢者医療事業特別会
計繰出金

△ 5,757 205,884
保険基盤安定負担金の確定に伴い減額補正する
もの。

財務課

後期高齢者医療事業費 140 778,350
給与改定に伴い、富山県後期高齢者医療広域連
合の派遣人件費負担金に不足が生じることから増
額補正するもの。

市民課

４　衛生費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

すくすく子育てサポート事業
費

節区分補正 4,123
会計年度任用職員人件費の節区分補正を行うも
の。

健康課

斎場管理運営事業費 1,339 36,911
光熱費の高騰に伴い、氷見市斎場の管理運営に
影響の生じている㈲サイエンに対して支援金を交
付するもの。

環境保全課

地域エネルギー活性化事業
費

財源補正 57,417
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当
のため財源補正するもの。

環境保全課

きれいな水づくり推進事業費 △ 23,326 38,921
浄化槽設置整備事業補助金等の精算に伴い減額
補正するもの。

上下水道課

職員給与費 △ 4,642 165,543 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 781 22,940 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

44,298 2,346,041

漁業文化交流センター管理
運営事業費

487 20,483
光熱費の高騰に伴い、氷見市漁業文化交流セン
ターの管理運営に影響の生じている(一社)氷見市
観光協会に対して支援金を交付するもの。

商工観光課

新規就農者育成総合対策事
業費

△ 5,943 0
交付対象者からの事業取り下げの依頼があったこと
から減額補正するもの。

農林畜産課

中山間地域等直接支払事業
費

△ 17,364 73,542
事業費の確定に伴う減額補正及び節区分補正を行
うもの。

農林畜産課

多面的機能支払事業費 △ 23,139 140,658
県からの交付額が減額交付となったことに伴う減額
補正及び節区分補正を行うもの。

農林畜産課

環境保全型農業直接支払事
業費

△ 105 1,480
事業費の確定に伴う減額補正及び節区分補正を行
うもの。

農林畜産課

田園空間博物館施設改修事
業費

△ 1,032 6,069 事業費の確定に伴い減額補正するもの。 農林畜産課

森林環境譲与税基金積立金 24,431 24,657
令和７年度における森林環境譲与税を活用した事
業費の精算に伴い、基金への積立金を増額補正す
るもの。

農林畜産課

☆ 地籍調査事業費 77,194 77,194
国の補正予算において補助事業の採択を受けたこ
とから、新規地区（宇波Ⅰ、姿）を含めた事業の進
捗を進めるため増額補正するもの。

農林畜産課

漁業経営持続支援事業費 △ 138 6,685 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 水産振興課

県営漁港施設整備事業費負
担金

△ 3,000 6,150
漁港施設機能保全事業費負担の確定に伴い減額
補正するもの。

水産振興課

水産物供給基盤機能保全事
業費

節区分補正 31,500 事業費の確定に伴い節区分補正するもの。 水産振興課

海岸保全施設老朽化対策事
業費

△ 2,857 24,143 事業費の確定に伴い減額補正するもの。 水産振興課

県単治山事業費 △ 290 29,510 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 ふるさと整備課

団体営及び県単土地改良事
業費補助金

500 7,320

１１月１９日に発生した西条畑地かんがい土地改良
区管理施設の送水管路の漏水事故に伴い、当該
土地改良区からの要望に基づく修繕に対する補助
金の増額補正を行うもの。

ふるさと整備課

県単土地改良事業費 △ 520 1,980 事業費の確定に伴い減額補正するもの。 ふるさと整備課

県営中山間地域防災減災事
業費負担金

△ 1,400 61,100
県営事業の地区間調整による負担金を減額補正す
るもの。

ふるさと整備課

６　農林水産業費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

ため池耐震性調査事業費 3,815 47,815

ため池耐震性調査の実施にあたり、地質・土質調査
の内容精査の結果、必要な調査項目が増加し、当
初見込みを上回る費用を要するため、調査費用を
増額補正するもの。

ふるさと整備課

団体営中山間地域防災減災
事業費

△ 2,130 1,870 事業費の確定に伴い減額補正するもの。 ふるさと整備課

一般事務費 財源補正 5,482
農地利用最適化交付金の減額に伴い財源補正す
るもの。

農業委員会事
務局

委員報酬 財源補正 7,364
農地利用最適化交付金の減額に伴い財源補正す
るもの。

総務課

職員給与費 △ 1,696 86,951 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 2,515 36,607 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

△ 3,723 1,778,239

ＮＰＯバス運営推進事業費 △ 450 34,109
ＮＰＯバスのデマンド運行実証事業の精算に伴い
減額補正するもの。

地域振興課

公共交通原油高対策支援事
業費

△ 32 130 事業費の確定に伴い減額補正するもの。 地域振興課

商工業振興対策事業費 480 3,654
倒産防止対策助成金の申請件数の増（４件→９件）
が見込まれることから増額補正するもの。

商工観光課

交通等事業者原油高対策支
援事業費

145 1,147
交通等事業者の車両所有台数の増により増額補正
するもの。

商工観光課

貨物運送事業者原油高対策
支援事業費

15 4,418
貨物運送事業者の車両所有台数の増減により増額
補正するもの。

商工観光課

物価高対策消費拡大支援事
業費

△ 284 71,856 補助金額の確定に伴い減額補正するもの。 商工観光課

観光振興事業費（能登半島
地震災害関連）

△ 2,057 33,070
個人旅行向け貸切バス運行実証事業及び誘客促
進レンタカー利用者宿泊助成金交付実証事業の精
算に伴い減額補正するもの。

商工観光課

職員給与費 △ 1,160 120,775 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 380 7,179 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

△ 42,697 5,695,742

老朽空き家対策事業費 △ 4,445 18,227
危険老朽空き家解体支援補助金等の精算に伴い
減額補正するもの。

未来戦略課

下水道事業会計繰出金 △ 12,473 527,984
災害復旧債の元利償還の減等に伴い減額補正す
るもの。

財務課

７　商工費

８　土木費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

河川水路等維持補修事業費 270 11,014
松田江排水路暗渠（柳田地内）の清掃を実施し、施
設の機能回復を図るため増額補正するもの。

ふるさと整備課

市単河川等改修事業費 △ 90 30,710 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 ふるさと整備課

緊急浸水対策事業費 3,200 46,453
緊急浸水対策施設整備工事（園地内）で支障となる
電柱の物件移転補償を行うため増額補正するも
の。

ふるさと整備課

道路維持補修事業費 6,469 83,180
泊地内で発生した法面崩壊に係る工事請負費の増
額及び事業費の精算を行うもの。

道路課

道路空間整備事業費 節区分補正 27,068 事業費の精算に伴い節区分補正するもの。 道路課

市単道路改良事業費 △ 15,800 50,600 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 道路課

県単道路事業費負担金 △ 4,420 10,580 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 道路課

社会資本整備総合交付金道
路改良事業費

節区分補正 66,173 事業費の精算に伴い節区分補正するもの。 道路課

橋りょうリフレッシュ事業費 節区分補正 88,420 事業費の精算に伴い節区分補正するもの。 道路課

景観づくり事業費 △ 1,468 9,342
事業費の精算に伴う減額補正及び国補助金対象
事業費の減に伴い財源補正するもの。

都市計画課

公園管理事業費 30 80,420
光熱費の高騰に伴い、氷見運動公園パークゴルフ
場の管理運営に影響の生じている(公財)氷見市ス
ポーツ協会及に対して支援金を交付するもの。

都市計画課

公営住宅長寿命化事業費 △ 16,000 12,900
事業費の精算に伴う減額補正及び国庫補助金の
減に伴い減額補正するもの。

都市計画課

被災住宅応急支援事業費
（能登半島地震災害関連）

△ 30,000 91,765
当初見込みより入居世帯数が減少したことに伴い
減額補正するもの。

都市計画課

☆ 県負担金等返還金 49,850 49,850
令和６年度に実施した応急住宅・部分修理の精算
に伴い返還金を増額補正するもの。

都市計画課

災害公営住宅整備事業費
節区分補正
財源補正

3,013,637

災害公営住宅建設工事に伴い発生する申請及び
検査審査手数料が必要となることに伴う節区分補正
及び国庫補助金の追加配分に伴い財源補正する
もの。

都市計画課

職員給与費 △ 4,537 220,131 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 13,283 39,753 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

△ 4,000 1,547,972

職員給与費 △ 3,948 467,038 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 52 4,081 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

142,354 2,918,710

教育文化振興基金積立金 56,000 421,532
ふるさと応援寄附金の受入額の増額に伴い増額補
正するもの。

学校教育課

９　消防費

１０　教育費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

地域部活動推進事業費 △ 2,981 1,529
地域部活動の活動実績の減に伴い減額補正するも
の。

学校教育課

学校給食支援事業費 △ 6,335 81,923
給食数見込の減及び市外通学者の支払見込の減
に伴い減額補正するもの。

学校教育課

小学校管理運営事業費 3,439 110,724
小学校電気料に不足が見込まれることから増額補
正するもの。

学校教育課

小学校営繕費 財源補正 5,398
企業版ふるさと納税の受入れに伴い財源補正する
もの。

学校教育課

小学校長寿命化改修事業費 △ 11,445 496,380 事業費の確定に伴い減額補正するもの。 学校教育課

☆ 中学校空調設備整備事業費 116,659 116,659
国の補正予算を活用し、指定避難所としての機能
強化を図るため、北部中学校の体育館に空調設備
を整備するため増額補正するもの。

学校教育課

給食センター管理運営事業
費

節区分補正 71,076
電話料に不足が見込まれることから節区分補正す
るもの。

学校給食セン
ター

芸術文化館管理運営事業費 372 146,231
光熱費の高騰に伴い、芸術文化館の管理運営に
影響の生じている(一財)氷見市文化振興財団に対
して支援金を交付するもの。

文化振興課

文化財保存活用地域計画作
成事業費

△ 3,845 3,155
文化財保存活用地域計画作成事業費の精算に伴
い減額補正するもの。

博物館

スポーツ振興基金積立金 7,200 17,327
ふるさと応援寄附金の受入額の増額及び北國銀行
からの寄附金の積立のため増額補正するもの。

スポーツ振興課

Ｂ＆Ｇ海洋センター管理運営
事業費

24 10,416
光熱費の高騰に伴い、Ｂ＆Ｇ海洋センターの管理
運営に影響の生じている(公財)氷見市スポーツ協
会に対して支援金を交付するもの。

スポーツ振興課

市民プール・トレーニングセ
ンター管理運営事業費

3,203 54,920
光熱費の高騰に伴い、市民プール・トレーニングセ
ンターの管理運営に影響の生じている(公財)氷見
市スポーツ協会に対して支援金を交付するもの。

スポーツ振興課

職員給与費 △ 2,065 319,121 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

会計年度任用職員給与費 △ 17,872 218,192 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 総務課

8,110 2,858,906

現年林業施設災害復旧事業
費　（補助）

財源補正 61,949 事業費の精算に伴い財源補正するもの。 ふるさと整備課

現年農地施設災害復旧事業
費　（補助）

財源補正 153,018 事業費の精算に伴い財源補正するもの。 ふるさと整備課

現年農地施設災害復旧事業
費（補助・能登半島地震災害
関連）

財源補正 520,000 事業費の精算に伴い財源補正するもの。 ふるさと整備課

現年公共土木施設災害復旧
事業費（単独・能登半島地震
災害関連）

8,110 65,210
中央町地区排水路（中央町地内）及び松田江排水
路（窪・柳田地内）の工事請負費に増額が必要なこ
とから工事請負費を増額補正するもの。

ふるさと整備課

現年公共土木施設災害復旧
事業費（補助・能登半島地震
災害関連）

節区分補正 1,748,200 事務費（人件費）の節区分補正を行うもの。 道路課

１１　災害復旧費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

△ 34,243 2,619,471

長期債償還元金 △ 1,250 2,499,144
平成２６、２７年度借入の臨時財政対策債（元利均
等）の利率見直しに伴い減額補正するもの。

財務課

長期債支払利子 △ 32,993 119,327 長期債借入利率の確定に伴い減額補正するもの。 財務課

（２）　事業会計・特別会計

☆新規事業 (単位：千円)

補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課

65,632 2,129,312

配水及び給水費 △ 1,829 190,848 動力費精算に伴い減額補正するもの。 上下水道課

☆ その他特別損失 5,700 5,700
令和６年能登半島地震に係る一般会計繰入金の精
算に伴い増額補正するもの。

上下水道課

増補改良費 61,761 704,527
老朽管更新事業の国補正予算の内示に伴い事業
費の増額補正を行うもの。

上下水道課

10,074 1,878,572

経費 82,825 630,088
光熱費の高騰に伴う金沢医科大学氷見市民病院
への支援金と政策医療補助金交付金の交付及び
事業費の精算に伴い増額補正するもの。

病院事業管理
室

支払利息及び企業債取扱諸
費

△ 118 53,002
令和６年度借入額及び借入利率の確定等に伴い
減額補正するもの。

病院事業管理
室

災害による損失 △ 762 20,314 事業費の精算伴い減額補正するもの。
病院事業管理
室

有形固定資産購入費 △ 62,021 282,979 事業費の精算伴い減額補正するもの。
病院事業管理
室

施設整備費 △ 550 29,150 事業費の精算伴い減額補正するもの。
病院事業管理
室

その他投資 △ 9,300 7,100 事業費の精算伴い減額補正するもの。
病院事業管理
室

273,921 4,406,145

管渠費 1,863 59,726
下水道施設維持管理委託料の電気料の精算に伴
い増額補正するもの。

上下水道課

処理場費 2,198 276,911
下水道施設維持管理委託料の電気料の精算及び
汚泥処分等委託料の実績見込みの減に伴い増額
補正するもの。

上下水道課

ポンプ場費 1,441 9,498
下水道施設維持管理委託料の電気料の精算に伴
い増額補正するもの。

上下水道課

支払利息及び企業債取扱諸
費

△ 17,676 66,163 事業費の精算に伴い減額補正するもの。 上下水道課

１２　公債費

事業名

１　水道事業会計

２　病院事業会計

３　下水道事業会計
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

災害による損失 97,689 115,367
災害復旧工事に関連した除却資産の精算に伴う除
却費の増額補正をするもの。

上下水道課

現年公共土木施設災害復旧
事業費（補助・能登半島地震
災害関連）

188,406 1,659,208
地域外からの労働者確保に伴う労働単価の増に伴
い増額補正するもの。

上下水道課

19 4,099,446

一般被保険者医療給付費分 財源補正 614,992
令和７年１から２月分の能登半島地震に対する保険
料減免に対する保険給付費等交付金の増額等に
伴い財源補正するもの。

市民課

特定保健指導事業費 節区分補正 7,082
会計年度任用職員の人件費の節区分補正を行うも
の。

市民課

特定健康診査事業費 財源補正 45,085
特定健康診査事業の実績額の増に伴い、保険給
付費等交付金の増額分を財源補正するもの。

市民課

その他償還金 19 110
令和６年度国庫補助金の精算に伴い返還金を増額
補正するもの。

市民課

4,312 8,145

貸付金 △ 2,700 540 貸付見込額の減により減額補正するもの。 学校教育課

☆ 育英基金積立金 7,012 7,012
剰余金の増額見込みにより積立金を増額補正する
もの。

学校教育課

一般事務費 財源補正 43 貸付金収入の確定により財源補正するもの。 学校教育課

予備費 財源補正 540 貸付金収入の確定により財源補正するもの。 学校教育課

△ 15,263 6,399,209

職員給与費 △ 439 39,124
育児休業者等の人件費の精算に伴い減額補正す
るもの。

福祉介護課

一般事務費 △ 689 16,375
会計年度任用職員人件費の精算に伴い減額補正
するもの。

福祉介護課

要介護認定事業費 △ 3,829 71,150
会計年度任用職員人件費の精算に伴い減額補正
するもの。

福祉介護課

介護サ－ビス等給付事業費 財源補正 5,873,810

第１号被保険者保険料の充当事業（介護予防事
業・重層的支援体制整備事業）の補正及び介護給
付費財政調整交付金の変更交付決定に伴い財源
補正するもの。

福祉介護課

介護予防・日常生活支援総
合事業費

360 164,522
利用者数の増、事業者の受入体制の整備による負
担金の増及び会計年度任用職員人件費の精算に
伴い増額補正するもの。

福祉介護課

職員給与費（新総合事業） △ 343 8,949
育児休業者等の人件費の精算に伴い減額補正す
るもの。

福祉介護課

包括的支援事業費 △ 884 40,188
会計年度任用職員人件費の精算に伴い減額補正
するもの。

福祉介護課

一般会計繰出金 △ 2,186 26,161
重層的支援体制整備事業の減額補正に伴い繰出
金を減額補正するもの。

福祉介護課

職員給与費 △ 8 2,279
育児休業者等の人件費の精算に伴い減額補正す
るもの。

福祉介護課

５　育英資金特別会計

６　介護保険特別会計

４　国民健康保険特別会計
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

介護予防ケアマネジメント事
業費

△ 7,245 23,101
会計年度任用職員人件費の精算に伴い減額補正
するもの。

福祉介護課

32,510 903,488

後期高齢者医療広域連合納
付金

32,510 868,760
被保険者数や所得の増による保険料負担金の増
及び所得の増による保険基盤安定負担金の減に伴
い増額補正するもの。

市民課

７　後期高齢者医療事業特別会計
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